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「青森県公安委員会・青森県警察外部通報対応要綱」及び「青森県警察内部通

報対応要綱」の一部改正について

公益通報者保護制度の適切な運用を図るため、消費者庁が公表している 「公益通、

報者保護法を踏まえた地方公共団体の通報対応に関するガイドライン」が改正された

ことから 「青森県公安委員会・青森県警察外部通報対応要綱」及び「青森県警察内、

部通報対応要綱 （ 青森県公安委員会・青森県警察外部通報対応要綱」及び「青森」「「

県警察内部通報対応要綱」の制定について （平成31年２月12日付け広報第41号。以」

下「旧通達」という ）別添１及び別添２）を、別添１及び別添２のとおりそれぞれ。

改正したので、所属職員等に周知の上、その対応に遺漏ないようにされたい。

なお、旧通達については廃止する。

担当 広報課 警察安全相談室

総務課 公安委員会係

監察課 監察係

電 子 書 庫 掲 載

通 達 全 文 公 表



別添１

青森県公安委員会・青森県警察外部通報対応要綱

第１ 目的

この要綱は、公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下「法」という ）。

及び公益通報者保護法を踏まえた地方公共団体の通報対応に関するガイドライン

（ ）（ 。 「 」外部の労働者等からの通報 令和４年６月１日消費者庁 以下 ガイドライン

という ）を踏まえ、青森県公安委員会（以下「公安委員会」という ）及び青森。 。

県警察（以下「県警察」という ）において、外部通報又は外部通報に関連する相。

談（以下「外部通報等」という ）を適切に取り扱うため、公安委員会及び県警察。

が取り組むべき基本的事項を定めることにより、外部通報等をした者の保護を図る

とともに、事業者の法令遵守を促進することを目的とする。

第２ 用語の定義

１ 外部通報

通報対象事実等（通報対象事実その他の法令違反の事実（公安委員会又は県警

察が処分又は勧告等の権限を有するものに限る ）をいう。以下同じ ）に関係。 。

する事業者に雇用されている労働者（県警察との委任契約、請負契約その他の契

約に基づく労働者を除く。以下同じ 、当該事業者を派遣先とする派遣労働者、。）

当該事業者の取引先の労働者、当該事業者又はその取引先の役員、これらに該当

する者であったものその他の当該事業者の法令遵守を確保する上で必要と認めら

れる者が、当該通報対象事実等が生じ、又は正に生じようとしている旨を公安委

員会又は県警察に通報することをいう。

２ 外部通報に関連する相談

(1) 直ちに外部通報に該当する事実ではないが、所要の調査が必要と認められる

ものをいう。

(2) 外部通報に該当する事実であるが、匿名又は仮名の者からなされた相談をい

う。

３ 外部通報・相談窓口

外部通報等を受け付けるための窓口をいう。

４ 主管所属

通報対象事実等に対する処分又は勧告その他の権限に係る事務を所掌する警察

本部の所属をいう。

第３ 県警察に係る外部通報等への対応

１ 外部通報・相談窓口の場所等

(1) 外部通報・相談窓口の場所

警務部広報課（以下「広報課」という ）に、外部通報・相談窓口を置く。。



(2) 外部通報等の受付

外部通報・相談窓口は、外部通報等を電話、電子メール又は書面（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録を含む。以下同じ ）により受け付けること。。

(3) 外部通報・相談窓口への通報

外部通報・相談窓口の事務に従事する職員以外の県警察の職員は、外部通報

、 、 。等をされたときは 遅滞なく 外部通報・相談窓口へ通報しなければならない

(4) 外部通報等への適切な対応の確保

ア 主管所属の長は、外部通報等に関する調査の進捗等の管理、職員が教育研

修に参加する機会の確保その他外部通報等への適切な対応の確保に関する事

務を掌理すること。

、 、 。イ 主管所属の長は 主管所属の職員のうちから 通報担当者を指定すること

ウ 通報担当者は、主管所属の長を補佐し、主管所属における外部通報等への

対応に関する事務の管理及び外部通報等をした者との連絡に関する事務を担

当するものとする。

エ 主管所属の長は、通報担当者を指名したときは、その者の官職及び氏名を

広報課に通知すること。

(5) 秘密保持及び個人情報保護の徹底並びに利益相反関係の排除

ア 外部通報等への対応に関与した職員（外部通報等への対応に付随する職務

、 。 。） 、等を通じて 外部通報等に関する秘密を知り得た者を含む 以下同じ は

外部通報等に関する秘密を正当な理由なく漏らしてはならない。

イ 外部通報等への対応に関与した職員は、知り得た個人情報（個人情報の保

護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に規定する個人情報を

いう。以下同じ ）の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用。

してはならない。

ウ 外部通報等への対応に関与する職員は、外部通報等への対応の各段階及び

外部通報等への対応を終えた後において、次に掲げる事項を遵守しなければ

ならない。

① 情報を共有する範囲及び共有する情報の範囲を必要最小限に限定するこ

と。

② 外部通報等をした者の特定につながり得る情報（外部通報等をした者の

氏名、所属等の個人情報のほか、調査が外部通報等を端緒としたものであ

ること、外部通報等をした者しか知り得ない情報等を含む。以下同じ ）。

については、調査等の対象となる事業者及びその関係者に対して開示しな

（ 、いこと 外部通報等への対応を適切に行う上で真に必要な最小限の情報を

③に規定する同意を取得して開示する場合を除く 。。）

③ 外部通報等をした者の特定につながり得る情報を、情報共有が許される



範囲外に開示する場合には、当該外部通報等をした者の書面、電子メール

等による明示の同意を取得すること。

④ 上記③に規定する同意を取得する際には、当該外部通報等をした者に対

し、情報共有が許される範囲外に当該外部通報等をした者の特定につなが

り得る情報を開示する目的及び当該情報の範囲並びに当該情報を開示する

ことによって生じ得る不利益について、明確に説明すること。

⑤ 外部通報等をした者本人からの情報流出によって外部通報等をした者が

特定されることを防ぐため、外部通報等をした者に対し、情報管理の重要

、 、 。性について 十分に説明を行うなど その理解が得られるよう努めること

エ 県警察の職員は、自らが関係する外部通報等への対応に関与してはならな

い。

オ 広報課長及び主管所属の長は、外部通報等への対応の各段階において、外

部通報等への対応に関与する職員が当該外部通報等に係る事案に利益相反関

係を有していないか否かを確認すること。

２ 外部通報等への対応の手順

(1) 外部通報等の受理等

ア 広報課及び主管所属は、通報があったときは、法及びガイドラインの趣旨

並びに県警察の所管法令及び所掌事務を踏まえ、誠実かつ公正に対応し、外

部通報に該当するか否かを判断しなければならず、正当な理由なく、外部通

報等の受付又は受理を拒んではならない。

イ 広報課は、通報がなされた場合には、公益通報・相談受付票（別記様式第

１。以下「受付票」という ）を作成し、当該通報の内容を主管所属に連絡。

するとともに、当該通報をした者に対し、当該通報を外部通報として受け付

けた旨を通知するように努めること。なお、通知の方法については口頭によ

るものとする。

ウ 広報課は、通報内容が外部通報に該当すると認められる時は、当該通報の

内容を主管所属に連絡するとともに、当該通報をした者に対し、当該通報を

外部通報として受理した旨を受理通知（別記様式第２）により遅滞なく通知

しなければならない。この場合において、広報課は、当該外部通報に関する

秘密保持及び個人情報保護に留意しつつ、当該外部通報をした者の氏名及び

連絡先（匿名による外部通報の場合を除く 、当該外部通報の内容となる。）

事実等を把握するとともに、当該外部通報をした者に対し、当該外部通報に

関する秘密は保持されること、個人情報は保護されること、外部通報の受理

後の手続の流れ等を説明すること。ただし、外部通報をした者が説明を望ま

ない場合、匿名による通報であるため当該外部通報をした者への説明が困難

である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない（エ及び

オ、(2)イ並びに(4)イに規定する通知、エ及び(3)アに規定する教示並びに(3)



イに規定する資料の提供においても同様とする 。。）

エ 広報課は、受け付けた通報が外部通報に該当しないと認められるときは、

当該通報をした者に対し、当該通報を外部通報として受理しない旨及びその

（ ） 。理由を不受理通知 別記様式第３ により遅滞なく通知しなければならない

この場合において、広報課は、当該通報に係る通報対象事実等に対する処分

又は勧告等の権限を県警察が有しないときは、当該通報をした者に対し、当

該権限を有する行政機関を他機関教示に係る通知（別記様式第４）により遅

滞なく教示すること。

オ 主管所属は、外部通報を受理したときは、当該外部通報をした者に対し、

当該外部通報を受理してからその対応を終えるまでに必要と見込まれる期間

を遅滞なく通知するよう努めること。なお、通知の方法については口頭によ

るものとする。

(2) 調査の実施等

ア 主管所属は、外部通報を受理した場合には、当該外部通報をした者が特定

されないよう、当該外部通報に関する秘密保持及び個人情報保護に十分に留

意しつつ、遅滞なく、必要かつ相当と認められる方法で調査を行うこと。

、 、 、 、イ 主管所属は 適切な法執行の確保又は利害関係人の営業秘密 信用 名誉

プライバシー等の保護に支障がある場合を除き、外部通報をした者に対し、

調査の進捗状況を適宜通知するとともに、調査結果を可及的速やかに取りま

とめ、これを遅滞なく通知するよう努めること。なお、通知の方法について

は口頭によるものとする。

ウ 主管所属は、外部通報をした者に対して調査の進捗状況及び調査結果を通

知したときは、その内容を広報課に連絡すること。

(3) 受理後の教示

ア 主管所属は、外部通報を受理した後において、県警察ではなく他の行政機

関が当該外部通報に係る通報対象事実等に対する処分又は勧告等の権限を有

することが明らかになったときは、当該外部通報をした者に対し、当該権限

を有する行政機関を遅滞なく教示すること。

イ アの場合において、当該教示を行う主管所属は、適切な法執行の確保及び

利害関係人の営業秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない範

囲において、当該外部通報をした者に対し、自ら作成した当該外部通報に係

る事案に関する資料を提供すること。この場合において、主管所属は、当該

権限を有する行政機関を教示した旨及び当該資料を提供した旨を広報課に連

絡するものとする。

(4) 調査結果に基づく措置の実施等

ア 主管所属は、調査の結果、通報対象事実等があると認めるときは、速やか

に、法令に基づく措置その他適当な措置（以下単に「措置」という ）を講。



じること。この場合において、主管所属は、あらかじめ（やむを得ない場合

）、 。にあっては事後速やかに 当該措置の内容を広報課に連絡するものとする

イ 主管所属は、外部通報をした者に対し、適切な法執行の確保及び利害関係

人の営業秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない範囲におい

て、調査の結果及び措置の内容を措置結果に係る通知（別記様式第５）によ

り遅滞なく通知すること。

３ 公安委員会への報告

広報課は、公安委員会に対し、外部通報を受理したときは当該外部通報の内容

を、主管所属から調査結果及び措置の内容の連絡を受けたときは当該調査結果及

び当該措置の内容を、遅滞なく報告すること。

４ 外部通報等をした者の保護

(1) 青森県警察本部長（以下「警察本部長」という ）又は青森県警察本部の各。

所属長及び警察署長（以下「所属長」という ）は、外部通報等に関する秘密。

を正当な理由なく漏らした職員及び知り得た個人情報の内容をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に利用した職員に対し、懲戒処分その他適切な措置を

講じるものとする。

(2) 広報課及び主管所属は、外部通報等への対応を終えた後においても、当該外

部通報等をした者からの相談等に適切に対応するとともに、当該外部通報等を

したことを理由として事業者から解雇その他の不利益な取扱いを受けているこ

とが明らかになった場合には、当該外部通報等をした者の保護に係る必要なフ

ォローアップを行うよう努めること。

５ 意見又は苦情への対応

広報課及び主管所属は、外部通報等をした者から当該外部通報等への対応に関

する意見又は苦情の申出を受けたときは、迅速かつ適切に対応するよう努めるこ

と。

６ その他

(1) 関連資料の管理

広報課及び主管所属は 受付票及び通知文書の写しを公益通報・相談索引 別、 （

記様式第６）を付した簿冊に編綴するほか、青森県警察公文書管理規定（平成

26年青森県警察訓令第５号）に基づき、外部通報等に関する秘密保持及び個人

情報保護に留意して、外部通報等への対応に係る資料を適切に管理しなければ

ならない。

(2) 協力義務

ア 県警察は、他の行政機関その他公の機関から調査等の協力を求められたと

きは、正当な理由がある場合を除き、必要な協力を行うこと。

イ 主管所属は、通報対象事実等に関して、他に処分又は勧告等の権限を有す

る行政機関がある場合においては、当該行政機関と連携して調査を行い、又



は措置を講じるなど、相互に緊密に連絡し、協力すること。

(3) 事業者の法令遵守の確保

ア 県警察は、所管する事業に係る事業者及び労働者等に対する広報の実施、

説明会の開催その他の適切な方法により、法、公益通報者保護法第11条第１

項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関して、その適正かつ

有効な実施を図るために必要な指針 令和３年内閣府告示第118号 以下 指（ 。 「

」 。） （ 。針 という 及び公益通報者保護法に基づく指針 令和３年10月消費者庁

以下「指針の解説」という ）の内容並びに県警察における外部通報・相談。

窓口、外部通報等への対応の仕組み等について、周知するよう努めること。

イ 県警察は、契約の相手方又は補助金等の交付先（以下「相手方事業者」と

いう ）における法令遵守及び不正防止を図るために必要と認められる場合。

には、相手方事業者に対して、法、指針及び指針の解説に基づく取組の実施

を求めるよう努めること。

(4) 運用状況の評価及び改善

ア 県警察は、外部通報等への対応の仕組みの運用状況についての透明性を高

めるとともに、客観的な評価を行うことを可能とするため、外部通報等に関

する秘密保持及び個人情報保護並びに適切な法執行の確保及び利害関係人の

営業秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障のない範囲において、

必要に応じ、県警察における外部通報等への対応の仕組みの運用状況に関す

る情報を公表すること。

、 、 、イ 県警察は 外部通報等への対応の仕組みの運用状況について 必要に応じ

県警察の職員及び中立的な第三者の意見等を踏まえて評価及び点検を行うと

ともに、他の行政機関による先進的な取組事例等を参考にした上で、当該仕

組みを継続的に改善するよう努めること。

第４ 公安委員会に係る外部通報等への対応

１ 外部通報・相談窓口の場所等

(1) 外部通報・相談窓口の場所

警務部総務課（以下「総務課」という ）に、外部通報・相談窓口を置く。。

(2) 外部通報等の受付

外部通報・相談窓口は、外部通報等を電話、電子メール又は書面により受け

付けること。

(3) 外部通報・相談窓口への通報等

外部通報・相談窓口の事務に従事する職員以外の県警察の職員は、外部通報

、 、 。等をされたときは 遅滞なく 外部通報・相談窓口へ通報しなければならない

(4) 外部通報等への適切な対応の確保

ア 主管所属の長は、外部通報等に関する調査の進捗等の管理、職員が教育研

修に参加する機会の確保その他外部通報等への適切な対応の確保に関する事



務を掌理すること。

、 、 。イ 主管所属の長は 主管所属の職員のうちから 通報担当者を指定すること

ウ 通報担当者は、主管所属の長を補佐し、主管所属における外部通報等への

対応に関する事務の管理及び外部通報等をした者との連絡に関する事務を担

当するものとする。

エ 主管所属の長は、通報担当者を指名したときは、その者の官職及び氏名を

総務課に通知すること。

(5) 秘密保持及び個人情報保護の徹底並びに利益相反関係の排除

ア 外部通報等への対応に関与した県警察の職員（外部通報等への対応に付随

する職務等を通じて、外部通報等に関する秘密を知り得た者を含む。以下同

じ ）は、外部通報等に関する秘密を正当な理由なく漏らしてはならない。。

イ 外部通報等への対応に関与した職員は、知り得た個人情報の内容をみだり

に他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

ウ 外部通報等への対応に関与する職員は、外部通報等への対応の各段階及び

外部通報等への対応を終えた後において、次に掲げる事項を遵守しなければ

ならない。

① 情報を共有する範囲及び共有する情報の範囲を必要最小限に限定するこ

と。

② 外部通報等をした者の特定につながり得る情報（外部通報等をした者の

氏名、所属等の個人情報のほか、調査が外部通報等を端緒としたものであ

ること、外部通報等をした者しか知り得ない情報等を含む。以下同じ ）。

については、調査等の対象となる事業者及びその関係者に対して開示しな

（ 、いこと 外部通報等への対応を適切に行う上で真に必要な最小限の情報を

③に規定する同意を取得して開示する場合を除く 。。）

③ 外部通報等をした者の特定につながり得る情報を、情報共有が許される

範囲外に開示する場合には、当該外部通報等をした者の書面、電子メール

等による明示の同意を取得すること。

④ 上記③に規定する同意を取得する際には、当該外部通報等をした者に対

し、情報共有が許される範囲外に当該外部通報等をした者の特定につなが

り得る情報を開示する目的及び当該情報の範囲並びに当該情報を開示する

ことによって生じ得る不利益について、明確に説明すること。

⑤ 外部通報等をした者本人からの情報流出によって外部通報等をした者が

特定されることを防ぐため、外部通報等をした者に対し、情報管理の重要

、 、 。性について 十分に説明を行うなど その理解が得られるよう努めること

エ 県警察の職員は、自らが関係する外部通報等への対応に関与してはならな

い。

オ 総務課長及び主管所属の長は、外部通報等への対応の各段階において、外



部通報等への対応に関与する職員が当該外部通報等に係る事案に利益相反関

係を有していないか否かを確認すること。

２ 外部通報等への対応の手順

(1) 外部通報等の受理等

ア 総務課及び主管所属は、通報があったときは、法及びガイドラインの趣旨

、 、並びに公安委員会の所管法令及び所掌事務を踏まえ 誠実かつ公正に対応し

外部通報に該当するか否かを判断しなければならず、正当な理由なく、外部

通報等の受付又は受理を拒んではならない。

イ 総務課は、通報がなされた場合には、公益通報・相談受付票（別記様式第

１。以下「受付票」という ）を作成し、当該通報の内容を主管所属に連絡。

するとともに、当該通報をした者に対し、当該通報を外部通報として受け付

けた旨を通知するように努めること。なお、通知の方法については口頭によ

るものとする。

ウ 総務課は、通報内容が外部通報に該当すると認められる時は、当該通報の

内容を主管所属に連絡するとともに、当該通報をした者に対し、当該通報を

外部通報として受理した旨を受理通知（別記様式第２）により遅滞なく通知

しなければならない。この場合において、総務課は、当該外部通報に関する

秘密保持及び個人情報保護に留意しつつ、当該外部通報をした者の氏名及び

連絡先（匿名による外部通報の場合を除く 、当該外部通報の内容となる。）

事実等を把握するとともに、当該外部通報をした者に対し、当該外部通報に

関する秘密は保持されること、個人情報は保護されること、外部通報の受理

後の手続の流れ等を説明すること。ただし、外部通報をした者が説明を望ま

ない場合、匿名による通報であるため当該外部通報をした者への説明が困難

である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない（エ及び

オ、(2)イ並びに(4)イに規定する通知、エ及び(3)アに規定する教示並びに

(3)イに規定する資料の提供においても同様とする 。。）

エ 総務課は、受け付けた通報が外部通報に該当しないと認められるときは、

当該通報をした者に対し、当該通報を外部通報として受理しない旨及びその

（ ） 。理由を不受理通知 別記様式第３ により遅滞なく通知しなければならない

この場合において、総務課は、当該通報に係る通報対象事実等に対する処分

、 、又は勧告等の権限を公安委員会が有しないときは 当該通報をした者に対し

当該権限を有する行政機関を他機関教示に係る通知（別記様式第４）により

遅滞なく教示するものとする。

オ 主管所属は、外部通報を受理したときは、当該外部通報をした者に対し、

当該外部通報を受理してからその対応を終えるまでに必要と見込まれる期間

を遅滞なく通知するよう努めること。なお、通知の方法については口頭によ

るものとする。



(2) 調査の実施等

ア 主管所属は、外部通報を受理した場合には、当該外部通報をした者が特定

されないよう、当該外部通報に関する秘密保持及び個人情報保護に十分に留

意しつつ、遅滞なく、必要かつ相当と認められる方法で調査を行うこと。

、 、 、 、イ 主管所属は 適切な法執行の確保又は利害関係人の営業秘密 信用 名誉

プライバシー等の保護に支障がある場合を除き、外部通報をした者に対し、

調査の進捗状況を適宜通知するとともに、調査結果を可及的速やかに取りま

とめ、これを遅滞なく通知するよう努めること。なお、通知の方法について

は口頭によるものとする。

ウ 主管所属は、外部通報をした者に対して調査の進捗状況及び調査結果を通

知したときは、その内容を総務課に連絡すること。

(3) 受理後の教示

ア 主管所属は、外部通報を受理した後において、公安委員会ではなく他の行

政機関が当該外部通報に係る通報対象事実等に対する処分又は勧告等の権限

を有することが明らかになったときは、当該外部通報をした者に対し、当該

権限を有する行政機関を遅滞なく教示すること。

イ アの場合において、当該教示を行う主管所属は、適切な法執行の確保及び

利害関係人の営業秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない範

囲において、当該外部通報をした者に対し、自ら作成した当該外部通報に係

る事案に関する資料を提供すること。この場合において、主管所属は、当該

権限を有する行政機関を教示した旨及び当該資料を提供した旨を総務課に連

絡するものとする。

(4) 調査結果に基づく措置の実施等

ア 主管所属は、調査の結果、通報対象事実等があると認めるときは、速やか

に、措置を講じること。この場合において、主管所属は、あらかじめ（やむ

を得ない場合にあっては事後速やかに 、当該措置の内容を総務課に連絡す）

るものとする。

イ 主管所属は、外部通報をした者に対し、適切な法執行の確保及び利害関係

人の営業秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない範囲におい

て、調査の結果及び措置の内容を措置結果に係る通知（別記様式第５）によ

り遅滞なく通知すること。

３ 公安委員会への報告

総務課は、公安委員会に対し、外部通報を受理したときは当該外部通報の内容

を、主管所属から調査結果及び措置の内容の連絡を受けたときは当該調査結果及

び当該措置の内容を、遅滞なく報告すること。

４ 外部通報等をした者の保護

(1) 警察本部長又は所属長は、外部通報等に関する秘密を正当な理由なく漏らし



た職員及び知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的

に利用した職員に対し、懲戒処分その他適切な措置を講じるものとする。

(2) 総務課及び主管所属は、外部通報等への対応を終えた後においても、当該外

部通報等をした者からの相談等に適切に対応するとともに、当該外部通報等を

したことを理由として事業者から解雇その他の不利益な取扱いを受けているこ

とが明らかになった場合には、当該外部通報等をした者の保護に係る必要なフ

ォローアップを行うよう努めること。

５ 意見又は苦情への対応

総務課及び主管所属は、外部通報等をした者から当該外部通報等への対応に関

する意見又は苦情の申出を受けたときは、迅速かつ適切に対応するよう努めるこ

と。

６ その他

(1) 関連資料の管理

総務課及び主管所属は 受付票及び通知文書の写しを公益通報・相談索引 別、 （

記様式第６）を付した簿冊に編綴するとともに、青森県公文書管理規則（平成

26年青森県警察訓令第５号）に基づき、外部通報等に関する秘密保持及び個人

情報保護に留意して、外部通報等への対応に係る資料を適切に管理しなければ

ならない。

(2) 協力義務

ア 公安委員会は、他の行政機関その他公の機関から調査等の協力を求められ

たときは、正当な理由がある場合を除き、必要な協力を行う。

イ 主管所属は、通報対象事実等に関して、他に処分又は勧告等の権限を有す

る行政機関がある場合においては、当該行政機関と連携して調査を行い、又

は措置を講じるなど、相互に緊密に連絡し、協力する。

(3) 事業者の法令遵守の確保

ア 公安委員会は、所管する事業に係る事業者及び労働者等に対する広報の実

施、説明会の開催その他の適切な方法により、法、指針及び指針の解説の内

容並びに公安委員会における外部通報・相談窓口、外部通報等への対応の仕

組み等について、周知するよう努める。

イ 公安委員会は、相手方事業者における法令遵守及び不正防止 図るためにを

必要と認められる場合には、相手方事業者に対して、法、指針及び指針の解

説に基づく取組の実施を求めるよう努める。

(4) 運用状況の評価及び改善

ア 公安委員会は、外部通報等への対応の仕組みの運用状況についての透明性

を高めるとともに、客観的な評価を行うことを可能とするため、外部通報等

に関する秘密保持及び個人情報保護並びに適切な法執行の確保及び利害関係

人の営業秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障のない範囲におい



て、必要に応じ、公安委員会における外部通報等への対応の仕組みの運用状

況に関する情報を公表する。

イ 公安委員会は、外部通報等への対応の仕組みの運用状況について、必要に

応じ、県警察の職員及び中立的な第三者の意見等を踏まえて評価及び点検を

行うとともに、他の行政機関による先進的な取組事例等を参考にした上で、

当該仕組みを継続的に改善するよう努める。

第５ 細目的事項

この要綱の運用に係る細目的事項については、別に定めることができる。



別添２

青森県警察内部公益通報対応要綱

第１ 目的

この要綱は、公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下「法」という 、公。）

益通報者保護法第11条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関し

、 （ 。て その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針 令和３年内閣府告示第118号

以下「指針」という 、公益通報者保護法に基づく指針（令和３年内閣府告示第118。）

号）の解説（令和３年10月消費者庁。以下「指針の解説」という ）及び公益通報者。

保護法を踏まえた地方公共団体の通報対応に関するガイドライン（内部の職員等から

の通報 （令和４年６月１日消費者庁。以下「ガイドライン」という ）を踏まえ、） 。

青森県警察（以下「県警察」という ）において、内部公益通報又は内部公益通報に。

関連する質問・相談（以下「内部公益通報等」という ）を適切に取り扱うため、県。

警察が取り組むべき基本的事項を定めることにより、通報者又は相談者（以下「通報

者等」という ）の保護を図るとともに、県警察の法令遵守を推進することを目的と。

する。

第２ 用語の定義

この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

(1) 内部公益通報

次に掲げる通報であって、不正の利益を得る目的、他人に損害を与える目的そ

の他の不正の目的でないものをいう。

ア 県警察の職員（県警察の事業に従事する一般職（地方公務員法第３条第２項

に規定されている一般職をいう。）及び特別職（地方公務員法第３条第３項第

３号に規定されている特別職をいう ）の者。以下同じ 、県警察との委任契。 。）

、 （ 「 」 。）約 請負契約その他の契約に基づく労働者 以下 県警察の職員等 という

が県警察の職員について法令違反行為又はその疑いのある事実を県警察に通報

すること。

イ 県警察の職員等が、県警察の職員についての青森県職員倫理条例（平成12年

10月青森県条例第157号 、青森県職員倫理規則（平成13年２月青森県規則第。）

６号 ）及び青森県警察職員倫理規程（平成13年３月青森県警察本部訓令第５。

号 ）に違反する行為又はその疑いのある事実を県警察に通報すること。。



(2) 内部公益通報受付窓口

内部公益通報を受理し、及び内部公益通報等（匿名又は仮名の者からのものを

含む。以下同じ ）を受け付けるために県警察に置かれた窓口をいう。。

(3) 外部窓口

内部公益通報を受理し、及び内部公益通報に関連する質問・相談を受け付ける

ために県警察の外部に置かれた窓口をいう。

第３ 内部公益通報受付窓口の場所等

１ 内部公益通報受付窓口の場所

警務部監察課（以下「監察課」という ）に内部公益通報受付窓口を置く。。

２ 内部公益通報等の受付

内部公益通報受付窓口は、内部公益通報等を電話及び電子メールにおいて受け付

けるほか、口頭又は書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録を含む。以下同じ ）により受け付け、外。

部窓口は、内部公益通報等を適宜の方法により受け付けること。

３ 内部公益通報対応業務従事者の指定

(1) 内部公益通報受付窓口において受け付ける内部公益通報に関して公益通報対応

業務を行い、かつ、当該業務に関して公益通報者を特定させる事項を伝達される

職員（以下「従事者」という ）は、首席監察官、監察課長、警務部監察官その。

他公益通報対応業務に必要な適性及び能力を有する者として首席監察官（首席監

察官が欠けたときその他公益通報対応業務に従事することができない場合には、

（ 「 」 。） 。 。）青森県警察本部長 以下 警察本部長 という が適当と認める者 以下同じ

が定めるものとする。

(2) 首席監察官は、従事者を定める場合には、その都度、書面で本人に通知するこ

と。

(3) 首席監察官は、公益通報対応業務に必要な従事者の知識及び技能の向上を図る

ための措置（公益通報者を特定させる事項の取扱いに係るものを含む ）を講じ。

ること。

４ 内部公益通報受付窓口への連絡

従事者以外の職員（外部窓口の事務に従事する場合における当該職員を除く ）。

は、内部公益通報等をされたときは、遅滞なく、内部公益通報受付窓口への連絡そ

の他の適切な措置を講じること。

５ 秘密保持等の徹底及び範囲外共有等の防止



(1) 内部公益通報等への対応に関与した県警察の職員（内部公益通報等への対応に

、 。）付随する職務等を通じて 内部公益通報等に関する秘密を知り得た職員を含む

は、内部公益通報等に関する秘密を正当な理由なく漏らしてはならない。

(2) 内部公益通報等への対応に関与した職員は、知り得た個人情報（個人情報の保

（ ） 。護に関する法律 平成15年法律第58号 第２条第１項に規定する個人情報をいう

以下同じ ）の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはなら。

ない。

(3) 首席監察官は、県警察の職員が公益通報者を特定させる事項を必要最小限の範

囲を超えて共有すること（以下「範囲外共有」という ）を防ぐための措置をと。

り、範囲外共有が行われた場合には、適切な救済・回復の措置を講じること。

(4) 首席監察官は、県警察の職員が、公益通報者を特定した上でなければ必要性の

高い調査が実施できないなどのやむを得ない場合を除いて、公益通報者を特定し

ようとする行為（以下「通報者の探索」という ）を行うことを防ぐ措置を講じ。

ること。

６ 利益相反関係の排除

(1) 県警察の職員は、自らが関係する内部公益通報等への対応に関与してはならな

い。

(2) 首席監察官は、内部公益通報受付窓口において受け付けた内部公益通報等に関

して行われる内部公益通報対応業務について、事案に関係する者を内部公益通報

対応業務に関与させない措置を講じること。

(3) 首席監察官は、内部公益通報等への対応の各段階において、内部公益通報対応

業務に関与する職員が内部公益通報等に係る事案に利益相反関係を有していない

か否かを確認すること。

第４ 内部公益通報等への対応の手順

１ 内部公益通報の受理等

(1) 首席監察官は、通報があったときは、法、指針、指針の解説及びガイドライン

の趣旨を踏まえ、誠実かつ公正に対応し、受理すべき内部公益通報に該当するか

否かを判断しなければならず、通報の受付を拒んではならない。

(2) 首席監察官は、電子メール又は書面の送付によって通報がなされた場合には、

速やかに通報者に対して当該通報を受け付けた旨を通知するよう努めること。

(3) 首席監察官は、県警察の職員等から受け付けた通報が内部公益通報に該当する

と認められるときは、通報者に対し、当該通報を内部公益通報として受理した旨



を遅滞なく通知しなければならない。この場合において、首席監察官は、当該内

部公益通報に関する秘密保持及び個人情報保護に留意しつつ、通報者の氏名及び

連絡先（匿名による内部公益通報の場合を除く 、当該内部公益通報の内容と。）

なる事実等を把握するとともに、通報者に対し、不利益な取扱いは行われないこ

と、当該内部公益通報に関する秘密は保持されること、個人情報は保護されるこ

と、内部公益通報の受理後の手続の流れ等を説明すること。ただし、通報者が説

明を望まない場合、匿名による内部公益通報であるため当該通報者への説明が困

難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない（(2)、(4)

及び(5)、２(1)及び(4)並びに３(2)に規定する通知においても同様とする 。。）

(4) 首席監察官は、県警察の職員等から受け付けた通報が内部公益通報に該当しな

いと認められるときは、通報者に対し、当該通報を内部公益通報として受理しな

い旨及びその理由を遅滞なく通知しなければならない。

(5) 首席監察官は、内部公益通報を受理したときは、通報者に対し、当該内部公益

通報を受理してからその対応を終えるまでに必要と見込まれる期間を遅滞なく通

知するよう努めること。

２ 調査の実施等

、 、 、(1) 首席監察官は 調査の必要性を十分に検討し 正当な理由がある場合を除いて

必要な調査を実施する。また、通報者に対し、適正な業務の遂行又は利害関係人

の秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がある場合を除き、調査を行

う場合はその旨及び着手の時期を、調査を行わない場合はその旨及び理由を、そ

れぞれ遅滞なく通知しなければならない。

(2) 首席監察官は、調査を行う場合には、通報者が特定されないよう、当該内部公

益通報に関する秘密保持及び個人情報保護に十分に留意しつつ、遅滞なく、必要

かつ相当と認められる方法で調査を行うこと。

(3) 首席監察官は、調査の方法、内容、進捗状況等を適宜確認するなどして、調査

の適正性を確保するとともに、その進捗を適切に管理すること。

(4) 首席監察官は、適正な業務の遂行又は利害関係人の秘密、信用、名誉、プライ

バシー等の保護に支障がある場合を除き、通報者に対し、調査の進捗状況を適宜

通知するとともに、調査結果を可及的速やかに取りまとめ、これを遅滞なく通知

すること。

３ 是正措置等の実施等

(1) 首席監察官は、調査の結果、法令違反行為等の事実が明らかになったときは、



当該行為等をした県警察の職員が所属する部署その他の内部公益通報への対応に

関係する部署に対し、速やかに是正措置、再発防止策等（以下「是正措置等」と

いう ）を講じさせ、その内容を遅滞なく報告させること。。

、 （ 「 」また 警察本部長又は青森県警察本部の各所属長及び警察署長 以下 所属長

という ）は、必要があるときは、当該行為等に係る県警察の職員の懲戒処分そ。

の他適切な措置を行うものとする。

(2) 首席監察官は、是正措置等をとったときはその内容を、内部公益通報に係る法

令違反行為の事実がないときはそのときはその旨を、適正な業務の遂行及び利害

関係人の秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない範囲において、

通報者に対し、速やかに通知すること。

第５ 青森県公安委員会への報告

首席監察官は、青森県公安委員会に対し、受理した内部公益通報の内容、調査結果

及び是正措置等の内容を遅滞なく報告すること。

第６ 通報者等の保護

１ 不利益な取扱いの禁止等

、 、 。(1) 従事者は 通報者等の個人情報を従事者以外の者に対し 提供してはならない

ただし、首席監察官が、内部公益通報等への対応に必要があると認め、かつ、通

報者等の同意がある場合は、この限りでない。

(2) 首席監察官は、県警察の職員が、通報者等に対し、不利益な取扱いを行うこと

を防ぐ措置を講じること。

、 、(3) 警察本部長又は所属長は 通報者等に対して不利益な取扱いを行った者に対し

行為態様、被害の程度、その他情状等の諸般の事情を考慮して、懲戒処分その他

適切な措置を講じるものとする。範囲外共有や通報者の探索を行った職員、当該

内部公益通報等に関する秘密を正当な理由なく漏らした県警察の職員及び知り得

た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用した県警察の

職員についても同様とする。

２ 通報者等のフォローアップ

首席監察官は、内部公益通報等の対応を終えた後、通報者等に対する不利益な取

扱いが行われていないかを適宜確認するなど、通報者等の保護に係る十分なフォロ

ーアップを行うこと。その結果、不利益な取扱いが認められる場合には、適切な救

済回復の措置を講じること。

第７ 意見又は苦情への対応



首席監察官は、通報者等から当該内部公益通報等への対応に関する意見又は苦情の

申出を受けたときは、迅速かつ適切に対応するよう努めること。

第８ 是正措置等の実効性評価

首席監察官は、内部公益通報への対応を終えた後、是正措置等が十分に機能してい

ることを適切な時期に確認し、必要があると認めるときは、新たな是正措置等その他

の改善を行うこと。

第９ 関係事項の公表等

１ 関係事項の公表

首席監察官は、内部公益通報等に関する秘密保持及び個人情報保護並びに適正な

業務の遂行及び利害関係人の秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がな

い範囲において、県警察における内部公益通報等への対応の仕組みの運用状況に関

、 。する情報を公表するものとし その運用状況の概要を県警察の職員に周知すること

２ 運用状況の評価及び改善

首席監察官は、内部公益通報対応体制の運用状況について、県警察の職員及び中

立的な第三者の意見等を踏まえて評価及び点検を行うとともに、事業者による先進

的な取組事例等を参考にした上で、必要に応じて、当該内部公益通報対応体制等を

継続的に改善すること。

第10 その他

１ 関連資料の管理

関係所属は、青森県警察公文書管理規程（平成26年３月青森県警察本部訓令第５

号）に基づき、内部公益通報等に関する秘密保持及び個人情報保護に留意して、内

部公益通報等への対応に係る資料を作成し、適切に管理しなければならない。

２ 上司への内部公益通報

内部公益通報をされた職員が当該内部公益通報をした職員の上司である場合、当

、 、該内部公益通報をされた職員は 自ら行える範囲で必要に応じ調査を行うとともに

当該内部公益通報をされた職員の上司への報告、内部公益通報受付窓口への通報そ

の他適切な措置を遅滞なく講じる。なお、この場合の上司については、必ずしも職

制上直接に指揮監督を行う地位にある者であることを要しない。

３ 匿名若しくは仮名の者又は国民等からの情報提供の取扱い

(1) 従事者以外の職員は、匿名若しくは仮名の者又は国民等から内部公益通報に関

連する情報提供をされたときは、遅滞なく、内部公益通報受付窓口への連絡その

他の適切な措置を講じること。



(2) 首席監察官は 内部公益通報に関連する情報提供を受けたときは 第４の２(2)、 、

及び３(1)に準じ、適切に対応すること。

４ 協力義務

(1) 県警察の職員は、正当な理由がある場合を除き、内部公益通報及び内部公益通

報に関連する情報提供に関する調査に誠実に協力すること。

(2) 県警察は、他の行政機関その他公の機関から法の規定による調査等の協力を求

められたときは、正当な理由がある場合を除き、必要な協力を行うものとする。



別記様式第１（表）

務 22 01 10年

送付先 所 属 受付番号

公益通報・相談受付票

通 報 日 時 年 月 日 曜日 受付担当者

時 分 職・氏名 印

通 報 の 方 法 電話、電子メール、ファックス、郵送、面会、その他（ ）

氏 名

勤 務 先

通 報 者 氏 名 等 生 年 月 日

住 所

電 話 番 号

メールアドレス

社員

（社名： 部署： 役職： ）

通 報 者 の 区 分 パート・アルバイト・派遣労働者

（社名： 部署： 関係： ）

その他

（社名： 部署： 関係： ）

事業者の名称：

：通 報 対 象 者 部 署 名

：関 係 者 氏 名

不 正 の 内 容

通 報 内 容

発 生 有 無 法令違反行為が生じている□
法令違反行為がまさに生じようとしている□

）証拠書類等 有り 態様□ （

無し□
電話（自宅、職場、携帯、その他）電話番号通報者への連絡方法

ファックス（自宅、職場、その他）電話番号

郵送（自宅、職場、その他） 住所〒

留 意 事 項 連絡希望時間帯：

：そ の 他



別記様式第１（裏）

受理・不受理決定年月日：

□ 担当者：所属 職名 氏名 印

受理 【理由】

□

不受理

対 □ 教示決定年月日：

公 応 他機関 教示機関：

益 区 教示 担当者：所属 職名 氏名 印

通 分

報 本部長

・ 指

相 揮 印

談 事 主管部長

の 項

対 印

応 通知年月日：
受 理

経 担当者：所属 職名 氏名 印

過 通知年月日：
不受理

通 担当者：所属 職名 氏名 印

知 他機関 通知年月日：

区 教示 担当者：所属 職名 氏名 印

分 調査進 通知年月日：

捗状況 担当者：所属 職名 氏名 印

調査結 通知年月日：

果・是 担当者：所属 職名 氏名 印

正措置

備

考



別記様式第２

○○ 第 号

年 月 日

殿

青森県公安委員会 印

（ ）広 報 課 長 印

受 理 通 知

年 月 日にあなたから寄せられた通報については、公益通報として受理しま

したので通知します。



別記様式第３

○○ 第 号

年 月 日

殿

青森県公安委員会 印

（ ）広 報 課 長 印

不 受 理 通 知

年 月 日にあなたから寄せられた通報については、下記の理由により公益通

報に該当しないため受理しないこととしましたので通知します。

記

※ 受理しないこととした理由を記載する。



別記様式第４

○○ 第 号

年 月 日

殿

青森県公安委員会 印

（ ）広 報 課 長 印

他 機 関 教 示 に 係 る 通 知

年 月 日にあなたから寄せられた通報については、法令等に基づく処分又は

勧告等の権限が青森県公安委員会（青森県警察本部長）になく、下記の行政機関が処

分又は勧告等をする権限を有しますので、当該行政機関に改めて通報を行ってくださ

い。

記

※ 当該通報について、処分又は権限を有する行政機関の名称、担当部署名、所在地

及び連絡先等を記載する。



別記様式第５

○○ 第 号

年 月 日

殿

青森県公安委員会 印

（ ）主 管 所 属 長 印

措 置 結 果 に 係 る 通 知

年 月 日にあなたから寄せられた公益通報に基づき調査を実施し、下記のと

おり措置しましたのでお知らせします。

記

※ 適切な法執行の確保、利害関係人の営業秘密、信用、名誉及びプライバシー等に

配意して調査結果及び措置内容を記載する。



別記様式第６

務 22 01 10年

公 益 通 報 ・ 相 談 索 引

受 付 受 付
通 報 者 名 主 管 所 属 処 理 経 緯

番 号 月 日

受 理□
( 月 日)

不受理□

□ ( 月 日)他機関教示

□ ( 月 日)刑事手続き移行

受 理□
( 月 日)

不受理□

□ ( 月 日)他機関教示

□ ( 月 日)刑事手続き移行

受 理□
( 月 日)

不受理□

□ ( 月 日)他機関教示

□ ( 月 日)刑事手続き移行

受 理□
( 月 日)

不受理□

□ ( 月 日)他機関教示

□ ( 月 日)刑事手続き移行

受 理□
( 月 日)

不受理□

□ ( 月 日)他機関教示

□ ( 月 日)刑事手続き移行

受 理□
( 月 日)

不受理□

□ ( 月 日)他機関教示

□ ( 月 日)刑事手続き移行


